
資料１
ＪＲ北海道に対する地域支援に係る６つの論点

区分 地域等の意見（課題）

支 〇 国の強い監督下にあるＪＲ北海道に対し、地域が支援する法的
援 根拠がない。

国 根 〇 国策会社であるＪＲ北海道に対する地域からの支援に関する法
拠 的枠組みをしっかりと構築すべき。

の

負 〇 地域の負担に関する法的根拠が明確でない中、地方自治体が国
支 担 と同水準の支援を行うことを前提としていることは疑問。
規 〇 北海道の鉄路を地域交通として扱うことに強い違和感。他の都

援 模 府県と同類として扱うことは適当ではなく、本道の地域特性を踏
・ まえた実情にあった支援制度を構築すべき。

の 割 〇 道内自治体が負担可能な支援規模などが明らかではない。
合 〇 地域がＪＲ北海道へ費用負担を行う責任が当然あるといった前

考 提で、国と地域の負担割合の議論を行うこと自体がおかしい。

え 対 〇 道としては、法改正までの２年間に限り、維持困難線区におけ
象 る利用促進に資する緊急的かつ臨時的な支援を行うことが必要。

方 経 〇 国が考えるスキームとは関係なく、地域が自発的に、かつ独自
費 に支援を行うべき。

地 〇 地域の負担の軽減と地財措置が一体で講じられることが不可
財 欠。
措 〇 地域の実情を踏まえた地財措置のあり方など、さらに議論する
置 ことが必要

〇 平成３２年度までは国の責任で支援を行い、法改正に向けて十
法 分に議論。
改 〇 法改正に向けた検証について、時間的な制約がある中で具体的
正 にどの様な成果をあげることが求められるのか。
〇 表明された国の支援の期間が２年間であることなど多くの課題
が残る。

JR 〇 収支見通しは５年に限られ、新幹線札幌延伸を契機とした経営
の 自立を裏付ける見通しが明らかでない。更なる収益増加やコスト
収 削減の検討を行い、２０３１年度までの見通しを示すことが必要。
支 〇 ＪＲ北海道グループ全体のコスト改革、意識改革など、道民の
見 理解を得られるよう、更なる取組を進めるべき。
通 ○ グループ企業も含めた経営努力が不十分。ＪＲの経営努力があ
し ってこその地域の協力・支援。

※ 関係者会議での発言、三者共同コメント、地域合同説明会、道議会での議論などを整理


